
西宮市無料低額宿泊所の設置の届出に関する要綱 
 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、社会福祉法（昭和２６年法律第４５号。以下「法」という。）第２条第３項

第８号に規定する生計困難者のために、無料又は低額な料金で簡易住宅を貸し付け、又は宿泊

所その他の施設を利用させる事業を行う施設（以下「無料低額宿泊所」という。）に係る法の規

定に基づく届出に関して、必要な事項を定めるものとする。 

 (事業開始の届出) 

第２条 法第６８条の２の規定による事業開始の届出は、第二種社会福祉事業（無料低額宿泊所）

開始届（様式第１号）により行わなければならない。 

 ２ 前項の届出書には、次に掲げる書類を添えなければならない。 

（１）届出時における法人の登記簿謄本（履歴事項全部証明書） 

（２）届出年度前３年度分の事業報告・決算書類 

（３）届出時における役員等名簿（様式第５号） 

（４）代表者誓約書（様式第６号） 

（５）届出時における法人の定款等 

（６）平面図（各部屋の広さや長さが分かる図面） 

（７）居室面積・使用料（家賃）一覧（様式第７号） 

（８）登記簿謄本、借地契約書、建物賃貸借契約書等（土地・建物の権利関係を明らかにするこ

とができる書類） 

（９）経歴申告書（様式第８号） 

（１０）入居者に対する処遇に関する項目（様式第９号） 

（１１）運営規程 

（１２）金銭管理規程 ※金銭管理を実施する場合のみ 

（１３）事業開始時における契約書（居室利用・サービス利用）・重要事項説明書 

（１４）事業開始時における契約書（金銭管理） ※金銭管理を実施する場合のみ 

（１５）その他必要に応じて添付する書類 

（変更の届出） 

第３条 法第６８条の３の規定による変更の届出は、第二種社会福祉事業（無料低額宿泊所）変

更届（様式第２号）又は第二種社会福祉事業（無料低額宿泊所）休止・再開届（様式第３号）に

より行わなければならない。 

（事業廃止の届出） 

第４条 法第６８条の４の規定による事業廃止の届出は、第二種社会福祉事業（無料低額宿泊所）

廃止届（様式第４号）により行わなければならない。 

（届出受理に関する証明書） 

第５条 前条までの届出を行ったものが、届出を受理したことの証明が必要なときは、第二種社

会福祉事業（無料低額宿泊所）に係る届出受理に関する証明の交付申請書（様式第１０号）を、

市長に提出しなければならない。 

 ２ 市長は、前項の申請書の提出があったときは、第二種社会福祉事業（無料低額宿泊所）に

係る届出受理に関する証明書（様式第１１号）を交付しなければならない。 

 

付 則 
（施行期日） 

この要綱は、令和２年４月１日から施行する。 



付 則 
（施行期日） 

この要綱は、令和３年１月４日から施行する。 

 



様式第１号（第２条関係） 

第二種社会福祉事業（無料低額宿泊所）開始届 

 

令和  年  月  日 

西 宮 市 長 様 

〔施設設置者〕 

所在地 

名称 

代表者                

 

 社会福祉住居施設を設置する第二種社会福祉事業を開始（ する した ）ため、社会福祉法

第６８条の２の規定により、関係書類を添えて次のとおり届け出ます。 

 

１．施設の名称及び種類 

フリガナ  

施設の名称  

施設の所在地 〒  - 

 

ビルの名称等 

連絡先 電話番号  FAX 番号  

Email  

種類 社会福祉法第２条第３項第８号に規定する事業（無料低額宿泊所） 

 

２．設置者の氏名又は名称、住所、経歴及び資産状況 

法人等の名称  

主たる事務所の所在地 〒  - 

 

ビルの名称等 

連絡先 電話番号  FAX 番号  

Email  

届出時における法人等の 

経歴・資産状況 

別添１のとおり 

担当者 職 名  氏 名  

 

３．条例、定款その他の基本約款 

届出時における法人の定款等 別添２のとおり 

当該事業の実施を規定している条項 第  条 

 



４．建物その他の設備の規模及び構造 

利用定員      名 

構造      造   階建 

（うち、当該施設として使用する部分  階部分の 全部 ・ 一部 ） 

敷地面積     ㎡ 

総床面積     ㎡ 

（内、当該施設に使用する部分：専用   ㎡、共用   ㎡） 

建築年月日   年 月竣工 

建物の平面図 別添３のとおり 

当該事業に使用

する設備の有無 

（有する設備に☑） 

□居室（詳細は別添４のとおり） □炊事設備 □洗面所  

□便所 □浴室 □洗濯室又は洗濯場  □共用室 □相談室  

□食堂 □その他（           ） 

土地及び建物の使用に関する権利 別添５のとおり 

 

５．事業開始の年月日 

令和  年  月  日 

 

６．施設の管理者および実務を担当する幹部職員の氏名及び経歴 

施設の管理者（施設長） 
職名         氏名

フリガナ

 

（経歴は別添６のとおり） 

幹部職員 

施設長とは別に幹部職員を 

配置する場合のみ記載する 

職名         氏名
フリガナ

 

（経歴は別添６のとおり） 

 

７. 福祉サービスを必要とする者に対する処遇の方法 

運営の方針  

処遇に関すること 別添７のとおり 

運営規程等 別添８のとおり 

 

【添付書類】 

〇 別添１-１ 届出時における法人の登記簿謄本（履歴事項全部証明書） 

〇 別添１-２ 届出年度前３年度分の事業報告・決算書類 

〇 別添１-３ 届出時における役員等名簿（様式第５号） 

〇 別添１-４ 代表者誓約書（様式第６号） 

〇 別添２   届出時における法人の定款等 



〇 別添３   平面図（各部屋の広さや長さが分かる図面） 

〇 別添４    居室面積・使用料（家賃）一覧（様式第７号） 

〇 別添５   登記簿謄本、借地契約書、建物賃貸借契約書等（土地・建物の権利関係を明らか

にすることができる書類） 

〇 別添６     経歴申告書（様式第８号） 

〇 別添７   入居者に対する処遇に関する項目（様式第９号） 

〇 別添８-１ 運営規程 

〇 別添８-２ 金銭管理規程 ※金銭管理を実施する場合のみ 

〇 別添８-３ 事業開始時における契約書（居室利用・サービス利用）・重要事項説明書 

〇 別添８-４ 事業開始時における契約書（金銭管理） ※金銭管理を実施する場合のみ 

 

【その他、必要に応じて添付が必要となる書類】 

〇 配置図（建物の配置や敷地との位置関係が分かる図面） 

〇 案内図（最寄駅から事業所までの地図） 

〇 設備・備品等一覧、写真 

〇 建築基準法関係規定の対応状況が確認できるもの（建築確認済証、検査済証、建築基準担当部署の直

近の指導状況など） 

〇 消防法関係規定の対応状況が確認できるもの(直近の消防用設備等点検結果報告書、消防法関係の各

種届出書、消防担当部署の直近の指導状況など) 

〇 消防法に基づく防火対象物使用開始届書 

〇 資格証、研修修了証、実務経験証明書 

〇 損害賠償責任保険証書 

〇 改善計画書 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

------------------------------------------------------------------------------------- 

（注） 当届出書は事業開始の日から１カ月以内に届け出ること。ただし、国、都道府県、市町村及び社会福祉法

人以外の者が事業を開始しようとするときは、その事業の開始前に届出が必要となるので注意すること。 



様式第２号（第３条関係） 

第二種社会福祉事業（無料低額宿泊所）変更届 

 

令和  年  月  日 

西 宮 市 長 様 

〔施設設置者〕 

所在地 

名称 

代表者                

 

  このたび社会福祉住居施設を設置する第二種社会福祉事業について、届出事項を変更 

（ する した ）ため、社会福祉法第６８条の３の規定により、関係書類を添えて次の 

とおり届け出ます。 

 

１． 事業所（無料低額宿泊所）の名称                        

 

２． 変更事項 （該当する項目に〇） 

①建物その他の設備の規模及び構造 ②事業開始の年月日 ③福祉サービスを必要とする者に対する処遇の方法 

④施設の名称及び種類 ⑤設置者の氏名又は名称、住所、経歴及び資産状況 ⑥条例、定款その他の基本約款  

⑦施設の管理者および実務を担当する幹部職員の氏名及び経歴 

 

３． 変更の内容（変更前後の比較）   

  

  

  

  

 ※添付書類 □あり □なし  

 

４． 変更の事由                                  

 

５． 変更年月日   令和  年  月  日 

 

※添付書類 

  ・ 

  ・ 

------------------------------------------------------------------------------------- 

（注） 当届出書は変更後１カ月以内に届け出ること。ただし、国、都道府県、市町村及び社会福祉法人以外の者

が２．①～③を変更する場合には変更する前に届出が必要となるので注意すること。 



様式第３号（第３条関係） 

第二種社会福祉事業（無料低額宿泊所）休止・再開届 

 

令和  年  月  日 

西 宮 市 長 様 

〔施設設置者〕 

所在地 

名称 

代表者                

 

 このたび社会福祉住居施設を設置する第二種社会福祉事業について、休止または再開（ する 

した ）ため、社会福祉法第６８条の３の規定により、関係書類を添えて次のとおり届け出ます。 

 

 

１． 事業所（無料低額宿泊所）の名称                        

 

２． 変更事項（該当する項目に〇）    （ 休止 ・ 再開 ） 

 

３． 変更の事由 

    

                                                                             

 

４． 変更年月日     令和   年  月  日 

 

５． 変更に係る連絡事項 

 

                                         
 
                                         

 

〇 添付書類 

      ・ 

      ・ 

      ・ 

 

------------------------------------------------------------------------------------- 

（注） 当届出書は、国、都道府県、市町村及び社会福祉法人は変更後１カ月以内に、それ以外の者は変更前にそ

れぞれ届出が必要となるので注意すること。 



様式第４号（第４条関係） 

第二種社会福祉事業（無料低額宿泊所）廃止届 

 

令和  年  月  日 

西 宮 市 長 様 

〔施設設置者〕 

所在地 

名称 

代表者               

 

 このたび社会福祉住居施設を設置する第二種社会福祉事業を廃止したため、社会福祉法第６８

条の４の規定により、関係書類を添えて次のとおり届け出ます。 

 

１. 廃止する事業所（無料低額宿泊所）の名称 

 

                                       

 

２. 廃止年月日    令和   年   月   日  

 

３. 廃止の事由 

 

                                       

 

４. 廃止に係る連絡事項 

 
                                        
 
                                        
 
                                        
 

〇 添付書類 

    ・ 
・ 
・ 
 

------------------------------------------------------------------------------------- 

（注） 当届出書は変更後１カ月以内に届け出ること。 



様式第５号（第２条関係）

自：開始日（再任の場合は第１期の開始日）

至：終了予定日

　　至：　　　　　　年　　　月　　　日

　　自：　　　　　　年　　　月　　　日

　　至：　　　　　　年　　　月　　　日

　　自：　　　　　　年　　　月　　　日

　　至：　　　　　　年　　　月　　　日

　　自：　　　　　　年　　　月　　　日

　　至：　　　　　　年　　　月　　　日

　　自：　　　　　　年　　　月　　　日

　　至：　　　　　　年　　　月　　　日

　　自：　　　　　　年　　　月　　　日

　　至：　　　　　　年　　　月　　　日

　　自：　　　　　　年　　　月　　　日

　

　

　

　

　

　

　　自：　　　　　　年　　　月　　　日

　　至：　　　　　　年　　　月　　　日

　

　

　　至：　　　　　　年　　　月　　　日

　　自：　　　　　　年　　　月　　　日

　　自：　　　　　　年　　　月　　　日

　　至：　　　　　　年　　　月　　　日

　
　　自：　　　　　　年　　　月　　　日

　　至：　　　　　　年　　　月　　　日

役 員 等 名 簿

（令和　　年　　月　　日現在）

個人又は法人の名称：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

常勤又は
非常勤

任期役職名
フリガナ

氏　名
職　業　等

　　至：　　　　　　年　　　月　　　日

　　自：　　　　　　年　　　月　　　日

　

　　自：　　　　　　年　　　月　　　日

　　至：　　　　　　年　　　月　　　日

　　自：　　　　　　年　　　月　　　日

　　至：　　　　　　年　　　月　　　日　

　

　

　

（注）　相談役、顧問、その他、いかなる名称を有する者であるかを問わず、法人に対して業務を執行する役員、
　　　　取締役、評議員又はこれらに準ずる者と同等以上の支配力を有すると認められるものを含めて記載すること。

（注）　運営主体が法人でなく個人にあたっては、役職名に「代表者」として１名のみ記載すること。

　
　　自：　　　　　　年　　　月　　　日

　　至：　　　　　　年　　　月　　　日

　　自：　　　　　　年　　　月　　　日

　　至：　　　　　　年　　　月　　　日



様式第６号（第２条関係） 

代 表 者 誓 約 書 

 

西宮市無料低額宿泊所の設備及び運営に関する基準を定める条例（令和元年西宮市条例

第５５号）に基づき、下記のとおり誓約いたします。 

また、西宮市長がこの誓約書の写し及び役員等の名簿その他西宮市長が必要と認める書

類の写しを兵庫県西宮警察署長又は兵庫県甲子園警察署長（以下「警察署長」という。）に

提供すること、西宮市長が警察署長に下記のことについて意見聴取（文書照会）すること及

び、警察署長から得た情報を西宮市長が他の業務において暴力団を排除するために利用し、

又は西宮市教育委員会若しくは西宮市水道事業管理者その他西宮市各機関と共有すること

について同意します。 

 

記 

 

１. 当法人の役員（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７

７号。以下「法」という。）第９条第２１号ロに規定する役員をいう。）は、法第２条第

６号に規定する暴力団員又は同号に規定する暴力団員でなくなった日から５年を経過

しない者（以下「暴力団員等」という。）に該当せず、今後も暴力団員等が役員になる

ことはありません。 

  

２. 暴力団員等が当法人の経営に実質的に関与しておらず、今後も関与することはありま

せん。 

 

３. 暴力団員等を当法人の運営する無料低額宿泊所          （施設の名称）の職

員として従事させません。 

 

令和  年  月  日 

 

西 宮 市 長 様 

所在地 

名称 

 

代表者の 

役職名 

氏名                         



様式第７号（第２条関係）

事業所名：（              ） 令和  年  月  日作成

（以下、床面積は〔  建築図面からの計算 ・ 実測からの壁芯推計 〕により記載している。）

3
.
3
 
㎡

~
4
.
9
5
㎡

~
7
.
4
3
㎡

~
1
4
.
8
6
㎡

~
2
2
.
2
9
㎡

~

1 人 単身・家族
 炊事・洗面・便所・浴室
 洗濯・他（      ）

有 ・ 無 円

2 人 単身・家族
 炊事・洗面・便所・浴室
 洗濯・他（      ）

有 ・ 無 円

3 人 単身・家族
 炊事・洗面・便所・浴室
 洗濯・他（      ）

有 ・ 無 円

4 人 単身・家族
 炊事・洗面・便所・浴室
 洗濯・他（      ）

有 ・ 無 円

5 人 単身・家族
 炊事・洗面・便所・浴室
 洗濯・他（      ）

有 ・ 無 円

6 人 単身・家族
 炊事・洗面・便所・浴室
 洗濯・他（      ）

有 ・ 無 円

7 人 単身・家族
 炊事・洗面・便所・浴室
 洗濯・他（      ）

有 ・ 無 円

8 人 単身・家族
 炊事・洗面・便所・浴室
 洗濯・他（      ）

有 ・ 無 円

9 人 単身・家族
 炊事・洗面・便所・浴室
 洗濯・他（      ）

有 ・ 無 円

10 人 単身・家族
 炊事・洗面・便所・浴室
 洗濯・他（      ）

有 ・ 無 円

計 室 定員   人

備 考対象世帯
居室内の
専用設備

居室面積・使用料（家賃）一覧

居室の床面積（該当する範囲に〇）

同じ設備
の居室数 一室の定員

居室外の
専用収納

定員で利用した
場合の一世帯の

使用料
（または家賃）



様式第８号（第２条関係） 

経 歴 申 告 書 

事業所の名称  

職 名  

カナ   

生年月日 

 

     年  月  日 氏名  

住所 （郵便番号   －    ） 

 

電話番号 （     ）     － 

主 な 職 歴 等 

年月日 ～ 年月日     勤 務 先 等   職務内容 

   

   

   

   

   

職 務 に 関 連 す る 資 格 

資格の種類 資格取得年月日 

社会福祉法第１９条第１項  号  

添付する証明書類                   

 

年  月  日 

備考 

 

「住所」は自宅のものを記入してください。 

「主な職歴等」について直近の状況は詳しく記入してください（退職年月日等）。 

「資格の種類」については、社会福祉主事任用資格について社会福祉法第 19 条第 1 項の該当する号につ

いて記載し、その証明書類を添付してください。 

なお、任用資格がない場合は、社会福祉事業等に２年以上従事していること又は社会福祉事業等に２年

以上従事している者と同等以上の能力を有すると認められることを証明できる書類を添付してください。 

 

（↓確認してレ点を記入してください） 

□ 私の経歴は当経歴申告書のとおりで相違ありません。 
令和  年  月  日 

 
   申告者自署      住所                          
 
              氏名                          



様式第９号（第２条関係） 

入居者に対する処遇に関する項目 

 

（事業所名：              ）     （令和  年  月  日作成） 

 

① 職員構成 

職 種 常勤・非常勤 職 務 内 容 他 人 数 

施設長 常勤  １名 

     名 

     名 

 

② 勤務体制 

時 間 帯 人 数 備 考 

平日・昼間（  ：  ～  ：  ） 名  

平日・夜間（  ：  ～  ：  ） 名  

休日・昼間（  ：  ～  ：  ） 名  

休日・夜間（  ：  ～  ：  ） 名  

（  ：  ～  ：  ） 名  

（  ：  ～  ：  ） 名  

※ 職員が常駐せず、巡回等により勤務する場合には時間帯ごとの回数や滞在時間が分かるように記載すること。 

 

③ サービス等の提供・料金 

居 

室 

の 

使 

用 

等 
 費 用 の 種 類 月額（31 日間） 内 訳 等 

１ 居室使用料 円  

 共益費 円  

 電気代 円  

 水道代 円  

 ガス代 円  

  円  

サ
ー
ビ
ス
の
提
供 

 基本サービス費 円  

 食事提供（朝食） 円  

 食事提供（昼食） 円  

 食事提供（夕食） 円  

  円  

1 カ月当たりの合計額 円 
 

 

※ 月額には、定額である場合にはその額を、実費による場合には標準的な額を記載してその算定根拠を内訳等に

示すこと。 

※ １カ月当たりの合計額の内訳等には、月額に含まれない費用等があれば記載すること。 



様式第１０号（第５条第１項関係） 

 

第二種社会福祉事業（無料低額宿泊所）に係る届出受理に関する証明の交付申請書 

 

令和  年  月  日 

西 宮 市 長 様 

 

〔施設設置者〕 

所在地 

名称 

代表者                

 

 次のとおり、第二種社会福祉事業（無料低額宿泊所）に係る届出受理に関する証明書を交付し

てください。 

 

施設の名称 
 

 

施設所在地  

届出の種類 

（該当する□にレ点） 

 

□ 第二種社会福祉事業（無料低額宿泊所）開始届 

□ 第二種社会福祉事業（無料低額宿泊所）変更届 

□ 第二種社会福祉事業（無料低額宿泊所）休止・再開届 

□ 第二種社会福祉事業（無料低額宿泊所）廃止届 

 

届出年月日 令和  年  月  日 

連絡先 担当者         電話番号    —    — 

 



様式第１１号（第５条第２項関係） 

西 発第    号 

令和  年  月  日 

 

 

                様 

 

西宮市長 

 

 

第二種社会福祉事業（無料低額宿泊所）に係る届出受理に関する証明書 

 

 

 次のとおり、第二種社会福祉事業（無料低額宿泊所）に係る届出を受理しました。 

 

施設の名称 
 

 

施設所在地  

届出の種類  

届出内容 

 

 

 

 

 

 

届出年月日 令和  年  月  日 

 


